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研究成果の概要（和文）：東京都内の一自治体にて、地域包括ケアシステムのプロセスとアウトカムを評価する
ための調査を行った。プロセス評価では、多様なサービス確保の目途が立たず、地域包括ケアシステムを構築す
る上での自治体の保険者機能に関する課題が抽出された。アウトカム評価は、65歳以上住民、要支援認定者、要
介護認定者の介護者に対する郵送および訪問面接調査を行い、2013年に実施した調査の結果と比較することで、
地域包括ケアシステムの効果を検証した。3年間では地域包括ケアシステムの進展を伺えるような変化は見いだ
せず、むしろ、この間の介護保険制度改定によるネガティブな影響が高齢者や介護者に対してあった可能性が示
唆された。

研究成果の概要（英文）：We conducted the surveys in a municipality of Tokyo metropolis to evaluate 
process and outcome for constructing the community-based integrated care system. The results of 
process evaluation showed that there was few prospect of securing various services and support to 
construct the community-based integrated care system, and the function of the municipality as 
insurer had not yet worked well. To examine the outcome of the system, two repeated cross-sectional 
surveys were conducted in 2013 and 2016 with probability samples of community-dwelling persons aged 
65 years and older, care-need/support-need certificated elderly persons, and caregivers of care-need
 certificated persons. The results showed that there were not any positive changes which might 
suggest the progress of community-based integrated care system in three years. On the contrary, it 
was suggested that there might be negative effects of the revision of long-term care insurance 
system on the frail elderly.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1) 介護保険制度の成果と課題 
 2000年4月に介護保険制度が導入されて以
降、認定者数や居宅サービスの利用者数はい
ずれも 2倍以上に増え、介護保険制度は要介
護者の顕在化とサービス供給の普遍化を進
める上で、一定の成果をあげたと評価できる。
一方、制度の持続可能性の懸念が高まり、
2005 年の介護保険法改正では、給付の適正化
を徹底する方針の明示、要支援認定者の予防
給付への切り替え等の改定がなされた。2011
年には、自助や互助も含む多元的なケア提供
を目指す「地域包括ケア」を謳う法改正がな
された。このように介護保険制度は改正を重
ね展開しているが、改正に際しては認定者数
やサービス利用量、保険給付費といったアウ
トプット指標に基づく議論が多く、政策目標
の達成状況を検証するアウトカム評価を基
に制度の方向性が議論されることは少ない。 
研究代表者らは、介護保険制度のプロセス
評価やアウトカム評価を行うことを目的に、
介護保険制度実施前の 1996 年から実施後の
2010年までの間に計5回の反復横断調査と計
3 回のパネル調査を行い、介護保険が高齢者
や介護者に与えた影響を実証的に評価して
きた。これまでの研究成果から、①居宅サー
ビスの利用や利用希望の充足は介護保険の
実施前よりは増えたが、実施後はサービスの
種類によって進展に差があり、特に短期入所
や訪問看護のように家族による代替が難し
いサービスほど利用・供給が増えていない、
②主介護者の介護負担や入所希望は、介護保
険実施後 10 年経った時点でも介護保険実施
前と比べて軽減していない、③介護負担が軽
減していない理由として、居宅サービスの量
的不足やサービスメニューの乏しさの問題
とともに、単身世帯や老々介護の増加による
家族の介護力の低下、介護者の社会経済的な
問題の増加など、介護状況が複雑・多様化し
ており、現行の介護保険制度で対応するには
限界がある可能性、等が示唆された。 
(2) 地域包括ケアシステムに関する課題 
地域包括ケアシステムは高齢化がピーク
となる「2025 年に実現すべき姿」とされる構
想で、05 年の介護保険法改正で地域包括支援
センターや地域密着型サービスの創設に際
して用いられ、11 年の法改正では主要な政策
目標として位置づけられた。地域包括ケアシ
ステムとは「医療・介護・福祉等の様々な生
活支援が日常生活圏域で適切に提供できる
ような体制」のことで、「自助・互助・共助・
公助の役割分担を踏まえながら､有機的に連
動してケアが提供されるようなシステム」を
構築することが求められている。このように
概念と方向性は示されたが、具体的な進め方

は各自治体に任されており、実際にこの体制
を構築・運用するには多くの課題がある。 
第一に、地域包括ケア提供体制をどのよう
に構築していけばよいかという課題がある。
構築の主体は、保険者である区市町村と地域
包括支援センターだが、区市町村は職員の専
門性や体制的な問題があり、地域包括支援セ
ンターもその多くが社会福祉法人等への委
託で活動に制約があるため、両者とも構築主
体として十分に機能していない場合が多い。 
第二の課題は、地域包括ケアを支えるサー
ビスの整備と効果・課題の検証である。05 年
の法改正で「地域密着型サービス」が導入さ
れたが、その普及は十分ではなく、効果も検
証されていない。11 年の改正では「定期巡
回・随時対応型訪問看護介護」の導入や「在
宅医療の充実化」が示されたが、その効果や
課題の検証も不十分である。 
第三の課題は、自助や互助といった非制度
的支援を組み込む方法である。介護保険制度
の持続可能性を考慮すれば非制度的支援の
活用は必要だが、家族の介護力や地域ネット
ワークが脆弱化している中で、これらを地域
包括ケアの提供主体として組み込むことは
容易でない。 
 
２．研究の目的 
 
 上記の課題を踏まえ、本研究では、現行の
介護保険制度の課題を高齢者や介護者の視
点で評価するとともに、地域包括ケアシステ
ムを構築する上での課題を実証的に明らか
にすることを目的として、東京都内の一自治
体にて以下の調査研究に取り組んだ。 
(1) 地域包括ケアシステムの構築における
プロセス評価： 地域包括ケア提供体制の構
築にあたり解決しなければならない課題と
して、「提供体制の構築法」「サービスの整備
と検証」「断片化された社会資源の連携・マ
ネジメントの方法」等がある。本研究では、
自治体、地域包括支援センター、介護サービ
ス、医療機関、民生委員等を対象に、これら
の課題について各所における展開のプロセ
スを検証し、課題を明らかにする。 
(2) 地域包括ケアシステムのアウトカム評
価： 2013 年と 2016 年に一般高齢者、要支
援・要介護認定者、介護者に対して調査を行
い、地域包括ケアシステムの進展により、こ
れらの対象者にどのような効果があったの
かを検証する。評価項目は、地域包括ケアの
目標が「生活上の安全・安心・健康の確保」
であることから、介護や生活支援ニーズの充
足状況、生活上の不安、施設入所希望、介護
負担、社会的支援、社会関係資本、心身の健
康状態、等の指標を用いる。 
 



３．研究の方法 
 
(1) プロセス評価：自治体、地域包括支援セ
ンター、介護・医療サービス、ボランティア
や民生委員に対して、個別のヒアリングや一
部、質問紙調査を用いて地域包括ケア提供体
制の達成状況と課題を調査した。特に、地域
包括ケアシステムを構築する上で重要とな
る以下の内容について評価した。 
①日常生活圏域ごとに地域ニーズや課題の
把握を踏まえた事業計画の策定と実施 
②認知症支援策、在宅医療、住まいの整備、
生活支援に関する事業計画の策定と実施 
③予防給付と生活支援サービスの総合的な
実施状況（介護予防・日常生活支援総合事業） 
④関係機関の協働、自治体の支援 
⑤生活圏域単位での社会資源の連携・マネジ
メントの仕組みづくり 
(2) アウトカム評価：2013 年と 16 年に、一
般高齢者、要支援・要介護認定者と介護者に
対する調査を行い、地域包括ケアの目標とさ
れる指標がどのように変化したかを把握す
ることで、地域住民の立場から見たアウトカ
ム評価を行った。 
 「一般高齢者調査」は、調査対象自治体に
居住する 65 歳以上住民から 1 割相当数（約
4000 人）を無作為抽出し、郵送調査を行った。
(回収率：2013 年 67.1％、2016 年 68.2％) 
 「要支援認定者調査」は、要支援 1・2 の
各介護度から 200 人ずつ（計 400 人）を無作
為抽出し、訪問面接調査を行った。回答者は
原則、要支援認定者本人だが、健康上の理由
等により本人が回答できない場合は、主に介
護している家族等に回答してもらった。(回
収率：2013 年 80.8％、2016 年 80.8％) 
 「要介護認定者/介護者調査」は、要介護 1
～5 の各介護度から 200 人ずつ（特別養護老
人ホーム入居者は除外：計 1000 人）を無作
為抽出し、訪問面接調査を行った。回答者は
原則、要介護認定者の介護を主に行っている
家族（主介護者）だが、主介護者による回答
が難しい場合は、その他の家族や要介護認定
者本人等に回答してもらった。（回収率：2013
年 67.5％、2016 年 65.7％）。 
 
４．研究成果 
 
(1) 地域包括ケアシステムの構築過程にお
ける課題 
地域包括ケアシステムは、「日常生活圏域
で、住まい・医療・介護・予防・生活支援が
一体的に提供される」ことを目指しているの
で、これらのニーズへの対応と課題について、
自治体、地域包括支援センター、居宅介護支
援事業所、訪問診療実施医療機関、民生児童
委員、地域見守りボランティアに対してヒア

リング調査（一部は質問紙調査も実施）を行
った。その結果、多くの関係機関から共通し
て指摘された課題は、「住まいの整備」「健康
格差」「認知症対策」「関係機関の連携」「在
宅医療」「日常生活支援事業」「住民の互助（地
域ケアネットワークの構築やボランティア
マネジメント）」であった。 
「住まい」に関しては、寝たきりになった
時の療養場所として「特別養護老人ホーム等
の施設」を希望する人が多いにも関わらず特
養待機者が多いこと、有料老人ホームやサー
ビス付き高齢者住宅が増えているものの経
済的な理由で入居できない人が多く、低所得
者が希望する公営住宅は入居倍率が高く、単
身高齢者は賃貸住宅への入居を断られるケ
ースが少なくない等、住まいに関する切実な
課題に対応できていないことが指摘された。 
「健康格差」については、低所得者ほど身
体的・精神的な健康状態が悪く、社会的孤立
の傾向が強く、生活上の不安も多い等の社会
的不利を多く有しており、低所得者に対する
支援が十分ではない可能性が示唆された。 
「認知症対策」については、早期発見・早
期治療のための医療・福祉の連携ネットワー
クが構築されつつあり、認知症を理解するた
めの講座も多く行われる等、地域における対
策が進展していることが伺えた。 
「関係機関の連携」については、地域包括
支援センターの機能強化を図るための自治
体による後方支援、地域包括ケア会議の運営
に関する課題、関係機関の情報共有・連携強
化に関する課題が示唆された。 
「在宅医療」に関しては、在宅療養推進協
議会の設置等の進展もあったが、訪問診療や
訪問看護の不足や、医療的ケアが家族にとっ
て負担となっている等の課題が示された。 
「日常生活支援事業」については、新しく
自治体独自の事業を開始したものの、住民へ
の周知が十分ではなく、利用にまで結びつい
ていない状況であった。 
「住民の互助」については、日常生活圏域
ごとに住民主体のネットワークが構築され、
見守りなどの支援活動を行っているものの、
担い手の高齢化や偏在の問題があることや、
緊急時対応、孤立死、ゴミ屋敷など住民ボラ
ンティアにとって負担が大きい問題もあり、
ボランティアがストレスを感じていること、
それに対する自治体や専門職からの支援が
十分ではないこと等が明らかとなった。 
上記に加えて、自治体職員からは｢地域包
括ケアシステムの具体的プランがわからな
い｣｢多様なサービス確保の目途が立たない｣
｢国のガイドラインが出たら、それに従う｣と
いった消極的意見が、地域包括支援センター
からは｢何でも地域包括にというのは無理｣
という疲弊した意見が、生活支援の担い手と



して位置づけられている民生委員や住民ボ
ランティアからは｢問題が複雑･深刻でどう
したらよいのかわからない｣｢個人情報保護
や当人の支援拒否で活動が困難｣といった困
惑が報告され、現状では、地域包括ケアシス
テムの構築は進展したとは言えない状況で
あった。しかし、社会的排除といえる状況か
ら支援へとつながる事例も複数あることか
ら、このような成功事例を基に排除から包摂
へとつながる要素を解明することで、地域包
括ケアシステムの構築に向けての示唆を得
ることができると考える。 
 
(2) 地域包括ケアシステムの進展に関する
アウトカム評価 
 2013 年と 2016 年に 65歳以上住民、要支援
認定者、要介護認定者の介護者に対して調査
を行い、その結果を比較することで、3 年間
でどのような変化があったのかを検証した。
その結果、「住まい・医療・介護・予防・生
活支援」といった地域包括ケアシステムが目
指す主要項目に関しては3年間で顕著な変化
はなく、地域包括ケアシステムの進展を伺え
るような成果があったとは言えない状況で
あった。他方、この間の私的支援態勢の弱ま
りや介護保険制度改定によるネガティブな
影響が高齢者や介護者に対してあった可能
性が示唆された。以下に「住まい・医療・介
護・予防・生活支援」に関する知見を示した。 
①住まい： 
 65 歳以上住民調査では「住居に関するこ
と」を「非常に/やや不安」に思っている人
は、2013 年 25.0％、2016 年 21.0％で、高齢
者の 4～5 人に 1 人は住居に関する不安を多
少とも感じていることがわかった。 
寝たきりの状態になった時の療養場所と
して、特養や病院等の「施設」を希望する人
が 2013 年 37.2％、2016 年 34.5％で、いずれ
の年も「在宅」を希望する人より多かった。 
要介護認定者の介護者調査では、「特別養
護老人ホーム」に入所中または入所を希望･
検討している人は 2013 年 26.8％、2016 年
21.2％であった。特養の入所申請は要介護 3
以上になったが、2016 年調査では要介護 1で
も入所を希望・検討している人が 1割、要介
護 2では 2割いた。在宅介護が限界であるよ
うな重度の要介護者を受け入れるだけの施
設サービスの拡充とともに、要介護 1や 2の
人が特養入所を考えなくてもよいように在
宅介護支援の一層の充実が求められている。 
②医療： 
 65 歳以上住民の調査では、2013、16 年と
も 7 割の高齢者は 30 分未満のところに相談
しやすい医師がいる状況であったが、地域に
よってはその割合が低い所もあった。過去 1
年間に病気やケガにもかかわらず、病院や診

療所、歯医者に行かなかったことがあった人
は、2013 年 15.1％、2016 年 12.7％であった。 
「必要な時に十分な医療を受けられない
こと」については、3割の人が「非常に/やや
不安」と答えていた。要支援認定者調査でも、
この項目については3割が不安と答えていた。 
「住み慣れた生活場所で最期まで過ごす
ためにはどのような支援が必要だと思うか」
という質問については、2016 年の 65 歳以上
住民調査では「緊急時に入院できる病院や施
設」71.9％、「医師による往診」66.5％、「看
護師が自宅を訪問してケアする訪問看護」
65.1％で、住み慣れた地域に住み続けるため
に医療の整備を希望する人が多かった。 
「自分が認知症かもしれないと感じたと
しても、すぐに病院に行くことには抵抗感が
ある」という質問に「そう思う/ややそう思
う」という人は 36.4％で、高齢になるほどそ
の割合が高くなっていた。高齢になるほど認
知症のリスクは高まるが、そのような人の受
診抵抗感の高さが課題として示された。 
2013、16 年とも要介護認定者の 2割は何ら
かの医療処置が必要な状態で、特に要介護 5
では 5割弱が医療処置を要していた。医療処
置については 5割の介護者が「家族が医療処
置を行うのは精神的な負担が大きい」と感じ
ていた。医療処置を要するにも関わらず、病
院ではなく在宅で療養する高齢者は今後も
増えることが予想されるため、家族への対応
も含めた支援を充実させる必要がある。 
③介護： 
65 歳以上住民の調査では 2013、16 年とも
「必要な時に十分な介護サービスを受けら
れないこと」を「非常に/やや不安」と答え
た人が 4割いた。要支援認定者では、この項
目について 3割が不安を訴えていた。 
要支援認定者、及び要介護認定者の介護者
調査では、ケアプランや各介護サービスの満
足度、各介護サービスの利用希望の充足状況
は、3 年間でほとんど変化がなかった。しか
し、要支援認定者のうち、ケアマネジャーと
少なくとも月に1回は連絡を取り合っている
と認識できている人は、半数にとどまった。
要介護認定者では、ケアマネジャーによるモ
ニタリングが不十分な可能性がある人の
26.6％は「単身世帯」で、3 年前の調査
（18.9％）よりも増加していた。 
2016 年調査では、要介護 1 の 35％が単身
世帯であった。主に介護を担当している主介
護者が要介護認定者と「同居」していた割合
も 69.4％と、3年前（79.8％）より減少して
いた。介護が必要な状態になっても家族と同
居できない人が増えていることから、社会的
な支援態勢の拡充が一層求められている。 
2016 年の介護者調査では、要介護認定者の
介護を主に担っている主介護者の年齢は、60



歳代が 3 割、70 歳代が 2 割、80 歳以上が 2
割弱で、老々介護が多い状況であった。介護
保険サービスが普及してはいるが、「毎日か
かりきりで介護している人」が 25％、「かか
りきりではないが、ほぼ毎日介護している
人」が 45％と、介護に拘束されている人が依
然として多かった。気分障害・不安障害に相
当する心理的苦痛を感じている介護者も
16.4％いて、これは 20 歳以上の日本人にお
ける割合（10.5％）と比べて高い数値であっ
た。6 割の介護者が自由時間は 1 日 2 時間以
内で、友人・知人等との交流がまったくない
という介護者が 25.0％、趣味などの社会活動
への参加がまったくないという介護者が6割
であった。5 割の介護者は介護を 1 週間程度
代わってくれる人がいないという状況で、介
護を手伝ってくれる副介護者がいないとい
う人も 2013 年調査より増加していた。「介護
に関する相談や情報の提供」「心配事や悩み
ごとの相談や理解」「日常生活のちょっとし
た手伝い」といった支援も、全体的に 2013
年より減少傾向であった。高齢化や世帯員数
の減少により家族・親族による支援は弱まっ
ているが、それを公的支援で補うことが十分
にできていない可能性を示す結果である。 
サービス利用料の自己負担が家計にとっ
て「非常に/多少負担」という人は、2016 年
の要支援認定者調査では 3割、要介護認定者
の介護者調査では 5割弱いた。要介護度が重
くなるほど負担に感じている人が増え、要介
護 5 では 6 割が「非常に/多少負担」と答え
ていた。一定以上の所得がある人は自己負担
割合が 2 割に引き上げられたが、2 割負担の
人では「非常に/多少負担」と答えた人が要
支援認定者調査で 4割、要介護認定者の介護
者調査では 5割強いた。自己負担割合の引き
上げの影響が少なからずあることが伺える。 
④予防： 
2016 年の 65 歳以上住民調査で、新しく始
まった介護予防・日常生活支援総合事業の認
知度を調べた結果、「男性」「年齢が若い」「自
立」「高所得」「借家」といった特性の人で認
知度が低い傾向が見られた。 
主な介護予防活動への参加意向を調べた
結果、いずれかの活動に参加したい人は
72.0％、「どの活動にも参加しようとは思わ
ない、参加できない」という人は 22.3％であ
った。介護予防活動の中では「足腰の衰えを
予防するための活動」に参加したい人が
57.6％と最多であった。「男性」「80 歳以上」
「要介護 3 以上」「低所得」「公営住宅」「単
身世帯」の人では、介護予防活動への参加意
向が低い傾向が見られた。 
 「要支援」は、元々は介護予防を目的とし
て設定されたが、2016 年の要支援認定者調査
で、「いずれは介護保険サービスを利用しな

くても良い状態まで改善したい」と思ってい
る人は 3割程度で、要支援認定者の 4割は「改
善は難しい」と思っていた。要支援認定者に
対して介護予防の意欲をいかに引き出すか
が課題である。 
⑤生活支援： 
 2016 年の 65 歳以上住民調査では、「高齢者
のお宅を訪問し、買い物、調理、掃除などを
手伝う活動」に関心がある人（既に活動して
いる人も含む）は 13.4％、「高齢者などに食
事を届ける配食ボランティア」は 13.6％、「ひ
とり暮らしの高齢者等への声かけ・見守り活
動」は 25.0％、「地域住民が集まるコミュニ
ティカフェやサロンなどの居場所づくり活
動」は 23.4％であった。いずれの活動も 65
～69 歳の年齢層で関心が高く、このような活
動の担い手となることが期待できる。 
2016 年の要支援認定者調査では、別居の子
どもや親族との交流がほとんどない人が2割、
友人・知人との交流がほとんどない人は3割、
近隣の人との交流がほとんどない人は4割で
あった。2013 年の調査結果と比べると、近隣
の人との交流がほとんどない人の割合が増
加していた。要支援認定者の孤立防止のため
に地域住民による見守りや声かけなどの支
援が実施されているが、十分とは言えない状
況であった。さらに、同居家族から情報・情
緒・手段的な支援を得ている要支援認定者は
3 割程度、医療・福祉の専門職から健康や生
活、福祉のことで相談にのってもらったり、
情報提供を得ている人は 2割程度で、これも
2013 年の調査より減少していた。 
以上の結果から、3 年間という短期間では
地域包括ケアシステムの進展を伺えるよう
な成果は十分には見られず、むしろ、私的支
援態勢の弱まりや介護保険制度改定による
自己負担割合の引き上げなどの影響が高齢
者や介護者に現れている可能性が示唆され
た。今後もサービス利用料の自己負担割合の
さらなる引き上げを含む介護保険制度改定
が続くことから、これらの改定が高齢者や介
護者に及ぼす影響を把握し、それを踏まえた
地域包括ケアシステムのあり方を検討して
いかなければならない。 
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